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1985 1995 2005 2015 2025
乗用車 71 100 118 137
154
129 156 181











合　計 71 100 118
136 155
129 158 187
　　　　　　　上段：低位予測、下段：高位予測
出典）高速道路調査会〔1999〕p．86
　1990年代に入ると、80年代の保守党による道路投資重視政策に対する批
判や英仏海峡トンネル開通を契機として、国内における今後の交通整備の
あり方が議論された。このプロセスで、完全な民営化ではなく、民問と提
携して公共サービスを整備するPFI（Private　Finance　Initiative）の導入が
進み、道路事業についてもDBFO（Design　Build　Fin＆nce　and　Operation：
設計・建設・資金調達・運営）方式を用いた民間による道路事業が始まって
いる。
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　一方で、1993年から1994年にかけて、道路整備政策は大きく転換してい
くことになる。すなわち、1993年に政府は、グリーンペーパー「よりよい
高速道路のための負担」（Paying　for　Better　Motorways）を公表し、自動
徴収による高速道路の有料化を98年までに導入する意向を示したほか、
1994年3月「英国幹線道路計画」に示された、英国幹線道路の建設計画で
は、基本的優先順位が交通大臣により公表され、すぐに建設に着手しなけ
ればならない緊急のバイパスの建設や高速道路の拡幅の計画が明らかにな
る。
基本的思想
・道路計画の早期完成のため計画の優先順位を明確化
・財源の大半は優先順位の高い高速道路整備や緊急に必要とされるバ
　イパスに充当されるべきである。
・田園地帯を通過するような新しい地方幹線道路建設ルートは自然環
　境保護を考慮して厳選する。
・都市部においては道路の改良よりも都市内交通問題の解決に引き続
　き重点を置く。
・環境に悪影響をもたらす要因を含んだ計画は削除。
・計画は優先順位に応じて、優先順位1，優先順位2，長期計画の3
　つのカテゴリーに分類
　①優先順位1
　　ほとんどは重要ルート。渋滞の早期解決に役立つもの。最優先に整
　備が必要な計画。
　②優先順位2
　：重要性は十分認められるが”優先順位1”と競合するような場合は予
　算の配分においてはそれに劣る、時問的に余裕のある計画。
　③長期計画
　：優先度が低く、要請はあるものの先送りされ、準備作業も時期が来
　るまで保留された計画。
　1994年には、このほかにも交通省の道路部門が道路庁として外局化され、
10月には王立委員会により「道路と環境」報告書が提出されている。この
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報告書では、89年の白書で予算が従前の2倍となった道路建設計画を半分
にし、2005年までに燃料価格を他の財と比べて2倍にするという環境への
影響を軽減するための大胆な提案がなされる。このレポートの影響を受け
て、SACTRA．（the　Standing　Advisory　Committee　for　Trunk　Road　Asses
sment：交通計画の諮問委員会）のレポートでは、次年着工予定のプロジェ
クトの延期、M25の拡幅の見直し等が行われた。
　こうした流れを受けて、1996年には、公共交通を重視し、自動車への依
存を軽減することを提示するとともに、既存の交通基盤を最大限利用する
原則を規定したグリーンペーパー「Transport－the　way　forward」が提出さ
れ、1997年には道路交通削減法が制定され、地方政府の管轄下の道路にお
ける交通の現状と将来の成長を評価すること、及び道路交通の削減目標を
設定することが、求められた。（1998年には、道路交通削減（全国目標〉
法が制定されている）
3．労働党の道路政策
（1）政権交代と行政的枠組み
　英国では、1920年代から保守党と労働党の二大政党政治が続き、政情は
比較的安定してはいるが、政権交代により、抜本的な政策の変更もみられ
る。ここ20年では、1979年に先進国初の女性宰相として登場した“鉄の女”
サッチャーが、社会福祉政策や労働組合強化によって生じた「英国病」の
根を断ち切るため、国有企業の民営化等の財政引き締め政策（サッチャリ
ズム）を断行した後、1990年に後任のメージャー首相が跡を引き継いだが、
メージャー政権は、人頭税の廃止やE　C統合に積極的な姿勢を見せて、現
実路線に軌道を修正したものの、1997年総選挙では、18年ぶりに労働党が
政権を奪回し、ブレアが首相に就任した。
　ブレァ政権の大胆かつ緻密な政策は多くの国民に支持され、2001年6月
7日の総選挙では、投票率が59．4％と1918年以来という低い水準で、労働
党の得票率は40．7％で前回比2．6％減であったが、全659議席中、413議席
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（前回から6議席減）を獲得し、「第2の地滑り的勝利」「圧勝」を手にし
ている（7）。
　今後の労働党の政権運営上の課題としては、①安定した経済の維持（世
界経済の原則等の影響により懸念される景気減速への対応）、②公共サー
ビスの改善（教育改革、国民保険サービス改革、犯罪対策等への取り組み）、
③ユーロ参加問題などがあげられる。
　1997年以降、労働政権下で交通を扱う行政機関は、2度にわたって再編
された。すなわち、1997年6月、第1次ブレア政権下で、交通と環境問題
及び地域発展を一体として対処すべく当時の環境省と交通省が合併し、環
境・交通・地域省（DETR：Department　for　Environment，Transport　and
the　Region）が設立された。その後、2001年6月の第2次ブレア政権下で、
交通と地域の関係により焦点が絞られ、DTLR（Department　for　Transport
，Local　Govemment　and　the　Region）に再編されている。
（2）交通政策の基調：統合交通白書（8）
　労働党政権の交通政策の大枠は、第1次政権下の1998年7月に公表され
た「英国における新交通政策」（A　New　Deal　for　Transport：Better　for
Everyone）、いわゆる統合交通白書に示されている。
　統合交通白書では、「ここ20年間、民営化、競争、規制緩和等のイデオ
ロギーが交通政策を支配してきたが、この問、交通量増加が一層の渋滞と
環境汚染の悪化をもたらす一方で、公共交通は衰退した。渋滞や汚染の問
題に取り組むため、より良好で、より総合的な交通システムの創造が必要
であり、r選択肢を改善することにより個人の選択の幅を広げること』r持
続可能な交通を確保すること』をねらいとし、他の施策と併せて総合交通
政策について新しく現代的な検討を具体化する」と基本的な認識を示し、
道路については、プライオリティを新道路整備よりも既存道路の維持、信
頼度を高める良好な道路網の管理におくことが強調される。統合交通白書
は、以下のように構成されている。
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　Partl　第1章
　PartH　第2章
　　　　第3章
Part皿　第4章
付録
第5章
新たな交通政策「A　New　Deal　for　Transport」
維持可能な交通
統合交通
1．選択肢の拡大、2．より総合的な公共交通、3．
人々のための街路、4．幹線道路の利用の改善、5．
物資の輸送：持続可能な物流、6．他の交通ネットワー
クと空港・港湾のより良い統合、7．安全な移動
実現方法
1．ヨーロッパの活動、2．英国の活動、3．地方に
おける活動、4．地方の活動、5．移動の習慣を変え
る、6．正しいシグナルを送る、7．基準の設定、8．
計画策定システムの改善、9．実施方法の改善、10．
評価方法の改善、11．技術一研究開発
責任の分担
1．行動のためのパートナーシップ
A将来の出版物、B統合交通政策に関する協議、C環
境汚染に関する王立委員会、D　r交通一将来への道」、
E幹線道路ネットワーク
　第1章　新たな交通政策では、白書の位置づけと基本的な方向性が示さ
れている。すなわち、「従来の交通政策は、公共交通利用者、自動車利用
者ともに選択肢を減らしたが、現在のままでは、人々は事実上の選択肢を
さらに減らすことになる。前政権でも認められつつあったように、単なる
道路建設は、交通増加への回答とならず、需要追随型の対応ではうまくい
かない。すなわち、新しい道路の建設では渋滞を解消できない。それゆえ、
道路の新設によらない、新たな交通政策の手法が必要である。」とした後、
公共交通により多くの投資を向ける一方、交通インフラについては維持管
理に高いプライオリティをおき、財源確保面では、官民のパートナーシッ
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プをさらに進めること（企業へのインセンティブ付与、税金の使用、サー
ビスの適正な規制など）で、対応すべきであるとする。さらに、将来の道
を導く統合的な交通政策（新交通政策）が意図するところは、「異なるタ
イプの交通間の連携」「環境との連携」「土地利用計画との連携」「教育、
健康及び富の創造のための施策との連携」であり、一方で地域自らがその
実状に合わせて総合交通を実現できるよう「地方交通計画」の導入を提案
する。
　自動車運転者のためには、次のような新政策が提案される。
○遅滞改善のための、幹線道路網の管理の改善
○移動の信頼性向上に焦点をあてた投資
○より良好に維持された道路
○道路庁「道路利用者憲章（ROAD　USER’S　CHATER）」を更新し、
　利用者サービスを重点化
○高速道路上での故障時における運転者支援の充実
○道路占用施設の工事による交通の混乱の軽減
○道路の安全性の改善と自動車の一層の安全性の向上
○旅行前・旅行中の運転者に対する良質の情報提供
○自動車犯罪への取組
○駐車場の安全性の確保
○中古車購入の際のより良い情報と保護
○暴走族に対する車輪止め
○自動車の低燃費化
○道路上の混雑緩和と車中の汚染の軽減
　第2章では、目指すべき「維持可能な交通」について論ぜられる。「持
続可能な発展とは、後世代の二一ズを満たす能力に累を及ぼすことなく、
現在の二一ズを満たすことである」（ブラントランド報告（1987））とされ
ていることを受けて、持続可能な交通を「より多くの就業機会と強い経済
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を求める政策を支え、一層の繁栄をもたらし、社会的阻害に取り組む交通
システム」であり、「後生に貧困を転嫁することなく、健康に害を与えず、
現在より質の高い生活を一人一人に提供するような交通システム」と定義
し、目指すべき重要な目標（の一つ）に位置づけている。さらに、単に交
通自体の問題のみならず、就業機会の拡大と強い経済の観点から、渋滞の
問題が強調され、環境面での改善の観点からも、自動車交通の問題が指摘
される。また、より公正で参加可能な社会の実現することも目標として掲
げられ、そのために、近代的で統合的な交通システムの実現が欠かせない
とする。
　この統合的な交通システムの実現にあたって、基本的には、「市場の競
争を保つ枠組みは構築するが、公共の利益に必要な分野では干渉する。」
r事業者が公共の利益となる有効なサービスを提供すれば、成功の報酬の
分け前を期待できるシステムを整える。」「広範な社会的・環境的インパク
トに明確なシグナルを送るため、価格規制や税制のような経済的な手法を
一層活用する。」「交通モード、土地利用、経済開発の相互作用を認識した
計画策定の枠組みを改善し、投資決定に際し、より安定的で総合的、戦略
的な後ろ盾を提供する。」を対処指針とする。
　第3章では、統合交通について論ぜられるが、ここでは幹線道路の利用
の改善が強調される。すなわち、「予測と供給」の時代は終了したとして、
新道路建設よりも、既存道路のメンテナンスと管理の改善に一番のプライ
オリティを置くとともに、全ての交通モードと土地利用の計画が一緒に機
能する必要性を念頭において、道路ネットワークの管理の改善を強調する。
幹線道路は、交通システムの枢要な部分であり、他と切り離して管理・開
発できないし、すべきではないとの認識に立ち、いつ、どこにネットワー
ク改善（交通管理の方策を含む）投資を行うかの決定は、’以下の基準に基
づく、新たな評価アプローチ（投資基準）に照らして行われる。
一344一
英国道路交通政策の展開一試論
○統合一全ての決定は総合交通政策との関連で。
○安全一全ての道路利用者の安全性を改善する。
○経済性一適切な場所における持続可能な経済活動を支援するととも
　に、投入した額に見合う価値を引き出す。
○環境への影響一人工及び自然の環境を守る。
○アクセスの容易さ一車を持っていない人達の日常施設へのアクセス
　を改善し、コミュニティの断絶を軽減する。
　さらに、道路庁の新たな方向性が示される。統合交通の中で、道路庁が
果たすべき戦略的目標は、「政府の総合交通政策と土地利用政策を支援す
る形で、幹線道路ネットワークの維持、改善、運営により持続可能な発展
に寄与すること」であるが、将来的には、道路建設主体たるよりもむしろ
ネットワークの運営主体たることを求めている。また、サービス改善のた
め、道路庁に対し「道路利用者憲章」を統合交通政策に即し、より利用者
を重視するよう改訂を求めてきた。
　第4章実現方策では、“重要なのは実行することだ。目標とするところ
は急進的である。手段は現代的なものとなるであろう”（1997年労働党声
明より）という労働党政権の基本姿勢を反映して、どのように実現するか、
という点にもウェイトがおかれている。
　例えば、交通整備と環境保護の思想、土地利用計画をより一層融合させ
るべく、環境省と運輸省との統合するほか、新たな独立した組織「総合交
通委員会」（CnT：Commission　for　Integrated　Transport）（9）の設立を提唱し
ている。これは、r統合交通政策の実施に関し、政府に対し独自のアドバ
イス与える」「交通、環境、健康及び他の分野にわたり進展を監視する」
「目的に向けての進捗状況を再検討する」ことを目的とするものである。
　交通施設の整備についても、プライオリティに応じた支出により、既存
インフラの適切な維持管理や、交通渋滞の緩和、環境負荷の低減、すべて
の人のアクセスの向上のための地域の総合交通の実現を確保するとともに、
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いかなるインフラの管理にも、長期的展望やアプローチ、資金繰りに関す
るある程度の確証が必要であり、短期で非効率的な単年度の支出の廃止を
提唱する。
　さらに、納税者の負担を軽減する新たな財源の確保するため、官民のパー
トナーシップを進め、道路利用者負担金や駐車場使用料からの歳入を、地
方の交通整備の特定財源とすることや、高速道路及び幹線道路における試
験的な料金賦課計画を策定すること等が示されている。
　興味深いのは、交通問題の様々な解決手法の評価に係る新たな評価アプ
ローチを発展させることが、強調されていることである。すなわち、「交
通サービスの提供と地域の再生の間には単純で明確なつながりはない」と
いうSACTRAの中間報告を受け入れ（10）、再生への交通投資の寄与がより良
く評価されうる、地域的な経済効果研究手法を開発することが提唱されて
いる。
（3）道路政策の基調：A　New　DeaHor　Trunk　Road　in　England（11）
　統合交通白書に示された政策を個々の領域別により詳細に具体化した刊
行物の一つとして、幹線道路新政策（A　New　Deal　for　Trunk　Road　in
England）が公表された。これは、アクセシビリティ、安全性、経済性、
環境と統合の規準に対する政府の道路計画の戦略的reviewに関するレポー
トであり、「新たな戦略目的と戦略目標を包含したHighways　Agencyの新
たな方向性」「全国的に重要なルートの中核ネットワークの確定」「幹線道
路に関する新たな計画制度」rより良いメンテナンスと幹線道路のよりよ
い使用の実現」「騒音と安全性の改善に充てられる新たな予算」「より大規
模な改善についての、より注意深く目標を設定された計画」が論ぜられて
いる。留意しておかなければならないのは、前年7月に公表した内容に対
して寄せられた約14，000の反応、あらゆる地域での意見交換をもとに、策
定されていることである。以下、その内容を概観しよう。
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［道路庁に対する新たな目標］
　政府にかわってイングランドで幹線道路に責任を負う執行機関である
道路庁を、「より良いメンテナンスと既存道路のより適切な使用を実現
することに高いプライオリティをおく」「環境上の目標と安全上の目標
をもっと強調する」という新たな戦略目的と目標に責任を負うネットワー
クのオペレーターとして規定する。
［中核ネットワークの確定］
　従来のように幹線道路を一律に扱うのではなく、「主要な人口集積地
（population）の中心を結ぶもの」r主要な港、空港、そして鉄道ターミ
ナルヘのアクセスを提供する周辺地域へのアクセスを提供するもの」
「スコットランドとウェールズヘの重要な連絡経路となるもの」「Trans－
European　Networksを含むもの」という観点から、既存幹線道路のおよ
そ60％からなる、コア・ネットワークを規定した。これらについては、
引き続き道路庁が責任を持つが、その他の40％は、地域当局が責任を負
う方向で検討を進める。
［新たな計画制度］
　幹線道路は、統合交通政策で十分な役割を果たすものであり、個々に
独立して計画されるべきではない。それゆえ、「地域レベルでの交通と
土地利用計画の連携」「地域レベルで幹線道路に対する将来の改善計画
策定」「戦略的道路及び鉄道回廊に焦点をあてる」ことが強調される。
［投資に対する新たなプライオリティ］
　幹線道路政策の新たな目標を促進するべく、投資に対しては、「幹線
道路のメンテナンスの改善」「道路の適切な使用を実現するネットワー
ク管理、交通管理方策と安全性の改善」「適切な改善計画の策定と実行」
にプライオリティをおく。
［よりよいメンテナンス］
　幹線道路ネットワークのメンテナンスは近年消極的なものであったが、
すでに1998／1999年に100万ポンドから300万ポンドに増加させている。
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　引き続き、「漸次、幹線道路上の未処理部分に取り組む」「長期のコスト、
　ネットワークの損傷を最小化することを基礎としたwhole　life　costへの
　幹線道路メンテナンスの移行」「幹線道路メンテナンスを改善するため
　の、pubic－phvate　partnershipを発展させる」ことに取り組んでいく。
　1よりよい利用］
　　道路庁は、既存施設の適切な利用のため、高速道路（自動車専用道路）
　へのアクセスをコントロールし、バスと貨物車にプライオリティを与え
　るべく様々な速度制限を含む技術の‘tooklit’を開発しているが、さら
　に、r革新的な交通技術の発展を促進する」r幹線道路上のいくつかの
　classes　of　tralfic、例えば、統合交通政策の文脈にふさわしいバスと貨
　物車に、プライオリティを与える」「公共交通と幹線道路の運営を統合
　し、貨物の道路から鉄道へのシフトを促進する」「より、歩行者と自転
　車利用者にやさしい方法で、管理された幹線道路を保証する」べく対応
　策を講じていく。
　［よりよいドライバーへの情報提供］
　　旅行情報を改善するための新たな技術を開拓するとともに、「旅行の
　信頼性を改善する」r大きな事故により引き起こされる損害を減少させ
　る」r公共交通を含む、代替的なルートについてのアドバイスを提供す
　る」「道路工事による遅れ（delays）を最小化する」べく、道路庁は、ネッ
　トワーク問の交通フローを調整する、地域交通コントロールセンターを
　確立するため、public－phvate　partnershipを提案している。
　この他に、より高い安全性と、年10億ポンド単位の費用を生じさせる交
通混雑、騒音への取り組みを含む環境保護の視点が強調されるが、特に注
目したいのは、道路利用に対する課金を具体的に進めようとしていること
であろう。新たな法制では、幹線道路への料金徴収の導入が必要とされる
が、短期的に広く料金徴収制度を導入する上で、実行上の困難さが存在す
る。それゆえ、「地域的な交通ネットワークでの実現を企図した、小規模
な試験的課金制度を開発する」ほか、「環境上の便益を含めた料金設定の
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あり方」「電子システムの技術的な試行を続け、その可能な効果（転換を
含む）をさらに調査し、選択的課金する方法の導入に対する選択肢を見付
ける」に着手することが盛り込まれている。また、投資決定を適切に行う
べく、新たな評価アプローチの開発が強調されている。
　ところで、労働党政権は、1990年に500以上から規模を縮小された60億
ポンド、約150の道路建設計画を前政権から受け継いだが、前年の7月に
なされた14の計画に関する決定をのぞき、残りの計画を再検討している。
　道路整備計画は、準備段階と法的プロセスを通じてさらに進展がみられ
るであろうが、基本的には、新たな評価アプローチの下で評価を必要とす
る。また、36計画は計画から撤回されている。
4．英国道路政策の特徴と研究課題
　英国の道路政策の転換は、労働党政権の発足によりもたらされたのでは
ないか、という漠然としたイメージを持っていたが、実際には1993～94年
頃がターニングポイントであったのではないか。先の保守党政権が行いつ
つあった政策転換を、労働党政権が加速したとも考えられよう。
　現在、確かに新たな道路整備よりも既存ネットワークの有効利用にウェ
イトがおかれている。しかしながら、道路への投資そのものが否定された
わけでなく、単に自動車交通ということだけでなく、環境や地域と一体し
たものとして道路を捉え、もっとも効果的なネットワークの形成と活用を
実現しようとする、つまり戦略的な投資を志向している、といえよう。
　また、「戦略的」「統合」をキーワードとして、多くの国民、外部諮問機
関等の意見をいれ、真に必要な道路ネットワークとはどのようなものか、
それを実現するにはどうしたらよいか、それをどのように評価するべきか、
とある意味で交通投資の原点に立ち戻っているように思われる。
　筆者は当初、第2次労働党政権下でどのような道路政策が採られている
かを研究するつもりであった。しかしながら、それを的確に理解しようと
すれば、現時点のトピックだけでなく、一連の政策展開全般に関わるより
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抜本的な理解が必要である乙とを痛感した。残念ながら本稿では、ごく大
雑把な政策の展開と、現時点で政策のもっとも根底にあると考えられる2
っの白書の整理に終わってしまったことは認めざるを得ない。以下、英国
の道路政策について研究をはじめ、本稿がまとまるまでのプロセスで認識
している課題を整理しておきたい。
①労働党政権下で、道路及び交通政策は多彩な機関が密接に関連して進め
　られている。交通行政に直接携わるDTLRだけでなく、幹線道路に関す
　る執行機関である道路庁、主要道路・その他の道路に責を負う地方自治
　体、幹線道路の諮問委員会であるSACTRA、統合交通政策を遂行するう
　えで重要な位置づけが与えられるCfIT等である。これらの機関は、それ
　ぞれ道路及び交通政策の中で、どのような位置づけが与えられ、どのよ
　うな関わりを相互に持っているかを明らかにすること。
②すでに1989年の時点で、道路の有料制導入が求められ、一部では実施さ
　れつつあるが、今後技術的な問題の解決に伴って、この議論がより広範
　かっ現実的に進めるものと思われる。一方で、PFIやDBFO等民間活力
　が導入され、官民のパートナーシップ（PPP）が進むものと思われる。こ
　うした動きを視野に入れつつ、道路整備財源は、どのように確保されて
　きたか、どのように評価されるかを時系列に分析すること。
③「戦略的」「統合」というキーワードで示される政策の転換に伴い、道
　路の評価アプローチ自体も改善されつつある。これらの評価アプローチ
　の具体的な内容とその意味について検討すること。
④本稿であつかった2つの白書が公表されて以降、すでに多くの政策が公
　表され、新たな交通10力年計画も策定されているが、現在、現実的にど
　のような政策がとられ、どのような効果を上げているかを整理・評価す
　ること。
　各国固有の事情を無視して、外国の諸制度を日本に適用しようとするこ
とには批判的な見解も認められよう。しかしながら、ある国の政策や理念
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を正しく理解し評価するうえで、その特徴を浮き彫りにし、可能な限り客
観的に検討するためには、適切なcountelpartへの理解は欠かせないのでは
ないだろうか。またrお手本とする」ということだけでなく、r何らかの
インプリケーションを導く」という意味では、依然として我が国にとって
欧米諸国の動向は興味深いものであろう。このような認識から、引き続き
英国の道路政策を研究することはきわめて有意義なことであると考えてい
る。
注
（1）牧村・西村［2000］p．55
（2）DTLR2001年8月
（3）以下、高速道路調査会［1999］、武藤［1995］等を参照。
（4）武藤［1995］第2章参照
（5）この法は4，459マイルのTnmk　Roadsを指定し、その管理における中央政府の役割
を一層強化し、交通大臣にその管理責任を負わせた。イギリス道路行政史上、はじ
めて中央政府機関が法的に特定の道路の管理者となった。武藤［1995］p．21
（6）武藤［1995］pp．222－224参照
（7）保守党は166議席（前回から1議席増）に終わり、第3政党の自由民主党は労働
党よりも左よりの政策を訴え、6議席増の52議席を獲得した。また、総選挙で敗北
を喫した保守党ではヘイグ党首が辞任を表明している。
（8）以下、DETR1998年7月、A　New　Deal　jor　Transport：Bettedor　Everyone．The
Govemment量s　White　Paper　on　the　Future　of　Transportを参照。
（9）委員会は独立した委員長と、特定団体の代表ではあるが、原則として彼らの専
門的知識と不偏不党性故に選ばれる少数の常任委員から成り、所掌する事務は、次
の通りである。
○新交通政策で言及される目的・目標への進捗状況の再検討、及び監視
○総合交通に関する議論の継続、及び活性化
○交通サービス事業者間での合意の形成
○国内外の優れた実例の調査及び普及
○ヨーロッパでの進展のためのアドバイス。関連するEUによるイニシアティブ
　をも含む
○現在及び将来における技術の役割についてのアドバイス
また、次の事項について、委員会に対しアドバイスを求める
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○道路交通と公共交通に関する国家的な目標の設定
○白書中で言及される様々な施策を考慮して、現在行っている1997年の全国道
　路交通需要予測の改訂
○トラックの重量と鉄道貨物輸送の発展
○交通安全計画のレビュー
○グリーン交通計画の採用に向けての取り組み
○イングランドにおける新たな地方バスパートナーシップのための財源
○長期バス産業に対する公的補助金の価値を維持する最良の方法
O長期間にわたる公的支出の総合交通へのプライオリティ付け
○特に、交通に関する費用と効果について一層の理解を得る観点からの、
そして利用者が支払うコストとの関連性の調査
（10）Interim　Report：Transport　Investment，Transport　Intensity　and　Economic
Growth（Febma写1998）
（11）以下、DETR、A　New　DeaI　for　Trunk　Road　in　England、1998年7月を参照。
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